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まちづくり委員会ってなあに？
☞そもそも

平成13年9月　北魚沼郡合併ビジョン策定検討委員会（通称108人委員会）がスタート

　　　　➪行政への住民参加、住民への行政参加が少なかったのではないか？
　　　　➪住民の自立性が欠如している。(役場におんぶにだっこ)

　　　　➪市民参画によるまちづくりを実現しよう！

⇒　◎合併後の様々な施策を横断的に運営する新たなシステムが必要との結論

平成14年4月　合併ビジョン　「うおぬま進化論」として当時の北魚沼合併促進協議会に答申

⇒　◎合併後の新市建設計画にまちづくり基本条例とまちづくり委員会の設置支援が
明記される。
平成16年11月　６か町村が合併　魚沼市となる。

平成18年　　　　　第一次魚沼市総合計画に反映
☞設立までの経過

平成18年夏～　　まちづくり委員会設立に向けて主管の地域振興課と話し合い始める。

平成19年7月　　第1回まちづくりシンポ「市民参画によるまちづくり」開催

　〃　　　　10月　　第2回まちづくりシンポ　東海市まちづくり市民委員会を当市に招き研修

　〃　　　　12月　　長野県小布施町他へ視察研修
　〃　　　　〃　　　　市民2,000人に対しまちづくりに関するアンケート調査実施(回収率50％)
平成20年1月　　愛知県知立市、滋賀県守山市に視察研修

　　　　　　〃　　　　第3回まちづくりシンポ　骨子、規約などを市民に提案

　〃　　　　　2月　◎前市長とパートナーシップ協定締結　　　(4項目→基本条例のベース)
　　　　　　　　　　　　　⇒　まちづくり委員会設立
　　　　　　　　　　　　　　　　※まちづくり基本条例より先にまちづくり委員会が先行設置された。
　　　

基本目標及び理念
　「パートナーシップで創る参画と自立のまちづくり」

　　　市民と行政が課題の解決や目標の達成のために相互の信頼関係に基づき協働(補完・協力)のシステムを構築し、市民起点による魅力あるまちづくりを共にすすめる。
目　的
　　　まちづくりの主役たる一人一人の市民が｢市民による市民のまちづくり｣を実践するためまちづくり委員会をつくりました。

組織及び活動の内容
　　　市民による自主的な組織とし、自己決定・自己責任のもとに市民主体の運営を行っていきます。そして議論したものは行政・市民双方向に発信していきます。
１．市民参画に向けた調査研究

２．まちづくりに関する住民意見やニーズの集約(アンケート、ワークショップ等)

３．協働のまちづくりのための企画

４．市の施策に関する評価及び改善

５．行政と市民の各種テーマの調整

６．活動成果の市長への意見・提言

７．関連する市内NPO等関係団体との連携協力の推進
８．その他目的達成に必要な活動
　　　　　　　※現在の規約や組織図は別紙資料のとおり
　　　　　　　※既存の○○委員会や地方自治法による○○審議会には優先しない。
☞それから

平成20年度は市役所政策調整会議メンバー(課長クラス)と意見交換会

　　　　　　　　　　議会運営委員会と懇談会

主として市制施行5周年記念事業に向けての　市の木・花・鳥・魚の制定　
市民憲章の制定　　市民の歌「魚沼元気」の制作作業を部会ごとに行う
北川前三重県知事の記念講演

　➾市長に市民憲章や市民の歌の普及活用等について提言

平成21年度は市民憲章のテーマに沿った全体会を3回、基本条例施行に向けた全体会を
1回　計4回開催　その他に市役所庁議メンバーとの意見交換会など実施
　　・心豊かに学びあうまちに　　　　➟学区再編計画

　　・はたらく喜びにあふれたまちに➟尾瀬を活かした新たな地域戦略

・ささえあい助け合う楽しいまちに➟まちづくりとコミュニティ戦略

・市の木・花・鳥・魚のデザインコンテスト　市長との対談　アドバイザーによる講演
平成21年6月　まちづくり基本条例検討委員会設置

　〃　　　　12月　議会で可決成立

平成22年2月　➾市長に基本条例施行にあたり、情報の共有や協働の精神について提言

4月　まちづくり基本条例施行
· 市民がまちづくり活動や市政にもっと積極的に参加していけるように(地域主権)
· ｢市民が主役のまちづくり｣を進めるためのルール　基本事項をシンプルに定めた。
· 条例のポイントは市民と行政の　｢協働｣　｢情報の共有｣　
· この条例化で市民にまちづくりに必要な情報を積極的に提供。　市民が市政への提案や話し合いができる参加の場の拡大(参加→参画＝企画・立案・提案)
☞ようやく

　　まちづくり基本条例の中にまちづくり委員会のことも明記され、建設計画、総合計画に
謳われたことが実現　

☞これから

まちづくり委員会の展開の方向(進化過程)

　　建設計画の中では　　Ⅰ　初期　➝　Ⅱ　成長期　➝　Ⅲ　成熟期　と段階的に

市民・行政・ＮＰＯが三位一体となった地域づくりの展開がイメージされています。

まさに、「みんなで・協働で」この先を一緒に考え、一緒に行動していきましょう！
